
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 日本電磁波エネルギー応用学会

1 事業の成果
令和 4年度は、電磁波エネルギーの応用に関連した分野の研究者、技術者及び関心のある一般市民に対して、電磁波エ

ネルギー応用技術の教育・研究発表会としてのシンポジウム、講演会・研究会及びセミナーの開催を行った。併せて学術

論文誌および研究報告書の刊行、編集委員会によるЛ〕MEA Web機関誌』踊圧A Ⅶeb論文誌の発行および J‐釧lAGEヘ

の公開を行つた。また、χ)":年 8月 に開催された国際会議 (4GCMEDに向けて準備を継続した。さらに、電磁波エネル

ギー応用に関する専門別のワーキンググループ主催の研究会、電磁波エネルギー応用セミナー.マイクロ波エネルギー応

用技術実践セミナー、若手サマースクール、研究部会、などの活動を通じ研究の活性化を行った。またシンポジウムは、3

日に亘り開催とし、初日はショートコースとして、将来を見据えて新なテーマで内容の充実を図った。これら活動を通し

て科学技術の促進、知識の普及、電磁波エネルギー応用技術の進歩並びに知識の普及を図った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【1,491】 千円)
疋歌 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

、ｌ
Ｌハ
ー
．

逍]轟
象者
電囲

‥
劇
一

之盃
象者
k嶺費

事栗費
(千
円)

(1)電 磁波エ
ネルギーの応
用に関する科
学 技 術 の 調
査・研究・情報

警喬象甘主晟
市民を対象と
したシンポジ
ウム・研究会、
お よび 専 門
家 0-般市民・
青少年を対象
としたセミナ
ー等を通した
知識の普及事
業

ルギー
10月 12-

14日

オンラ

イン会

場

20ノゝ

研究者、

技術者及

び一般市

民

106人 267
(0

シンポジウム論文集およ
び研究会技術研究報告書
の刊行を行う

5月 26日

10月 11日

10月 12日

1月 26日

法 人 事

業所
5人

研究者、技

術者及 び

一般市民

51部
55部
106部
80部

(B)

金額は
(A)又は
(C)に含
む

電磁波エネルギー応用技
術に関する研究会・セ ミ
ナーを実施する。

5月 27日

10月 12日

1月 27日

5月 京都

アカデミ

アフオ~

ラム in

丸の内と

オンライ

ン 10月

1月 オン

ライン会

場

3

3

3

人

人

人

研究者、

技術者、

一般市民

及び

青少年

5月 51人
10月 55ノヽ
1月 80人

576
(C)



(2)ホ ー ムペ
ージ・電子媒
体を主体とし
た電磁波エネ
ルギー応用技
術の促進、知
識の普及、提
言に係る事業

JⅢm ttb機関紙/論文誌

畠ヂ
行。(J―S猟∝への公

機関誌

8月 1日

2月 15日

論文誌

12月 15日

法人事

業所
3人

研究者、技

術者、一般

市民

200人 178

ホームページを開設し、活動
内容を紹介し、また電磁波エ
ネルギー応用に対する知識の
啓発を図る。

4月 から随

時

法人事

業所
3人 一般市民 不特定多数

401

国際会議 Global Congess on
HicrowⅣe Energ
Applications(“OEA)を IIPI(国
際マイクロ波パワー学会 ;米国)、
川麗RE(ヨ ーロッパマイクロ波パ
ワー学会:ヨーロッパ)と の共催で

"22年
中国で開催をした。

4月 から随

時

オンラ

イン
15人

研究者 0

技術者及

び一般市

民

300人 0

(3)電磁波エ
ネルギーの応
用に係る安全
に関する知識
の普及に関す
る事業

電磁波エネルギー応用技術に
関する安全教育講演を実施す
る.

10月 12日

12月 5日

オンラ

イン
10人

研究者・技

術者及び

一般市民

55人
99人 69

環境における電磁波エネルギ
ーの計測を行う。

4月 から随

時

法 人 事

業 所 周

辺地区

10人

研究者・技

術者及び一

般市民

令和 4年
度開催せ
ず

0

電磁波エネルギー応用技術に
関する安全管理者の教育を実
施し、資格認定の準備を行う.

4月 か ら随

時

法人事

業所
5人
研究者・

技術者

令和 4年
度開催せ
ず

0

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 77】 千円)

疋訳 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

製作した CD及び書

籍、その他の著作物

の販売に関する事業

シンポジウムおよび研究会で製作した CDや

著作物の販売を行う
随時 法人事業所

1人
0

講習・研修会の開催

と講師の派遣・紹介

に関する事業

講習・研修会の開催および講師の派遣・紹介

を行う。
随時 法人事業所

1人

0(支出は非

営利活動の

項目:こ記

載)

教育プログラムの開

発及び教育の実施の

支援に関する事業

電磁波エネルギー応用技術に関する教育プ

ログラムの開発及び教育の実施の支援を行

つ。
随時 法人事業所

1人 0

機関紙、インターネ

ット、ホームページ

等への広告掲載事業

機関紙、インターネット、ホームページ等ヘ

の広告掲載を行う。
随時 法人事業所

1人 77



書式第 14号 (法第 28条関係)

令和4年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
特定非営利活動法人

事 業 報 告 用

日本電磁波エネルギー応用学会
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書式第 15号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告

令和4年度 貸借対照表

F=] :ヨ l __」L_』L__ ′Iヽ計 o舎 コヤ

【A】 資 産 合 計 ①+② 4,831,91C

EttEヨE互コ

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 4,831,916

菫 二 の 目

l重屋

金預
金
金
収
現
未
貯蔵品

4,732,694

66,822

_11_IL≡■■1・  0・ ・ ①

量[二丁
(1)石形日足菫重
車両運搬具

什器備品

32,

(2)憲形日足責産
ソフトウェア
借地権

32,401

(3)投資その他の責麗
敷金
長期貸付金

]HE4‖静  口 ・ ●r,ヽ kタリ

０

９

７

２

未払金
預り金
未払法人税等
前受金

長期借入金
退職給付引当金

壼 奎 合 計 4.



令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本電磁波エネルギー応用学会

重要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年7月 20日 PO会計基準協議会)によっています。
同基準では特定非営利活動促進法第28条1項の収支計算書を活動計算書と呼んでいます。

(1)相卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価法により、評価方法は総平均法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法
固定資産は法人税法の規定に基づいて定額法により償却しています。

(3)消費税等の会計処理.
消費税等は税込みにより処理しています。

2.固 定資産の増減内訳

科 日 期首取得価額 取得

黙形固定資産
ソフトウエア

ロ

324,0001

~~~~~合
言F~~~~~~~~「

~ 3241 oOo『~~~ ~~ ~~~

324,000

324_0(

日

291,mOI 32,400

減少 図I彊
=E日



書式第17号 (法第28条関係)

令和 4年度 財産日録
事 業 報 告 用

特定事雷利活職法人 日本電磁波エネルギー応用学会

現金預金
手元現金

4,732,

三菱東京UFJ銀行
三菱東京UFJ銀行
ゆうちょ銀行
ゆうちょ銀行
ゆうちょ銀行
三井住友銀行

ゆうちょ銀行

金
金
座
全
全
金
　
金

預
預
口
貯
貯
預
　
貯

通
通
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常
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通
　
額

普
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１

１０

∞

１３

７

５０

438

USB 43本 66,

ソフトウェア
ホームページ改訂費

32,

32,4《Ю

【A】 責 産 合 計 ①+②
|

4,031,91(

…

【B… 1】 負 債 合 計 ③+④ 111,15`

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B… 1】 4,720,7()`

1,823
111,152

70,01Ю

29,000
4年度年会費 29,

未払金
立替全

10,329

〉イ:II |



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告

令和4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員●氏名及び住所又は層薔菫
びにこれらの者についての前事業年度における●酬の有彙を記載した名簿)

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れて ください。)

●以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
●各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

0理事・監事
理事長

ホリコシサ トシ 令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年 月

月

日

日年堀越 智

ｎ
Ｚ

令和4年4月 1日
年

年

月

月

日

日

O理事・監事
副理事長

ミタニ トモヒコ

三谷 友彦 令和5年 3月 31日

0理事・監事
副理事長

クワハラナギサ 令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年

年

月

月

日

日桑原 なぎさ

アサクマユウスタ 令和4年 5月 27日

令和5年5月 31日

年

午

月

月

日

日

0理事・監事
朝熊 裕介

イケナガカズ トシ 令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年

年

月

月

日

日

○理事・監事

池永 和敏

イタガキアツシ 令和4年5月 27H

令和5年3月 31日

年

年

月

月

H

日

O理事・監事
板垣 篤

ｎ
ｊ

“
４

ｒ
Ｏ

『
己

７

１ 0理事・監事

O理事・監事

ウスイケンジ 令和4年5月 27日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年 月 日自井 健二

兌

）

カシムラケイイチロウ 令和3年4月 1日

令和4年3月 31日

年  月  日

年   月   日樫村 京一郎

ｎ
Ｖ 0理事 。監事

ツパキシュンタロ 令和3年1月 1日

令和4年3月 31日

年  月  日

年  月  日椿 俊太郎

10 ○理事・監事

ニカワヨシオ 令和4年5月 27日

令和5年3月 31日

年:  月   日

年・ 月  日二川 佳央



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

令和4年4月 1日 年  月  日

令和5年3月 31日 年 月 日

氏   名

11 O理事・監事

フクシマジュン

福島 潤

12 ○理事・監事

ヤマモ トヤスジ 令和4年 4月 1日

令和5年3月 31日

年  月  日

年  月  日山本 泰司

13

ヨンカワノボル

O理事 。監事
吉川 昇

令和4年4月 1日

令和田日月31日

年  月  日

書二  月   日

14 ○理事 。監事

ヨシダムツミ
令和4年5月 27日

令和5年3月 31日

年 月

月

日

日年吉田 睦

15 理事 。O監事
サトウセイイチ 令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年  月  日

年 月 コ佐藤 誠一

16 理事・ 0監事
i XTwE tr:+ 令和4年5月 27日

令和5年3月 31日

年

年

月   日

月 日水嶋 宏之



書式第4号 (法第 10条・第28条関係)
設 立 □ □園□目□

員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

田目
F¬
し」 エ

氏   名

二川

□□

ロ

日:コ

4
□日

「

¬r¬
LL」 カ

「

■F~■
に L」

7
福島 英沖

口
一

Ｔ
コ
ｒ
Ｌ

ロ
遠藤  司

10
加藤 俊作

11
□回

2

目

ロ

12 松村 竹子



氏   名

目闇
13

14
辻  正治

:5
吉り::  昇

16

17

18
吉田  睦

19

「―
コ
７
５

，

こ □

閣

器
池永 和敏

“
守

，
こ

なぎき

「
）つ
籠”
ヽ
福島  潤

山本  素司閣



氏   名

27
佐藤  誠―

28
朝熊  裕介

29 板垣  宙

30
日井  健ニ

31 水嶋  宏之

32 望月  大

33
佐藤  容子

■

■



特定非営利活動法人日本電磁波エネルギー応用学会

理事長   堀越 智 様

監 査 報 告 書

令和5年5月 12日

特定非営利活動法人日本電磁波エネルギー応用学会の

令和4年度の活動計算書・貸借対照表、財産目録、

事業報告書、役員名簿、社員名簿について、監査した結果、正確

かつ適正であることを確認いたしましたのでここにご報告

申し上げます。

監事 佐 藤  誠

監事 水 嶋  宏 之


